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首都高速道路公団の財務諸表（平成１４年度） 

財 務 諸 表 

 
（１）損益計算書（注：端数処理の関係上、計があわないことがあります。） 
平成１４年度（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの１年間）の営業中の高速道路、駐車場及び附帯事業施設の経営成績を

表したものです。 

収      益      の      部 参考 
勘   定   科   目 金   額 内     容 平成１３年度 

 

 経常収益 

  業務収入 

   道路料金収入 

   その他 

  その他 

  

                億円 

２，６４１ 

２，６３８ 

２，６０７ 

３０ 

４ 

 

 

 

 

 営業中の高速道路の通行料金収入 

 道路占用料、駐車場・附帯事業施設の収入等 

 受取利息等 

 

                億円 

２，６１９ 

２，６１０ 

２，５８２ 

２７ 

９ 

 

 

  合  計 ２，６４１  

 

２，６１９ 

 

 

費      用      の      部  

勘   定   科   目 金   額 内     容 平成１３年度 

 

 経常費用 

  事業資産管理費 

   道路管理費 

 

   その他 

  一般管理費 

   一般管理費 

     

   消費税 

      その他 

  償還準備金繰入 

 

  事業資産減価償却費 

  業務外費用 

 

 

当期利益金 

                億円 

２，６３８ 

６１９ 

６１０ 

 

９ 

１１０ 

７１ 

 

２５ 

１５ 

９０１ 

 

２ 

１，００５ 

 

 

４ 

 

 

  

 営業中の高速道路の維持補修、料金収受等の 

 直接費用 

 駐車場等の維持管理費用 

 

 営業中の高速道路の管理等に従事する職員の 

 人件費等 

消費税納付額 

 管理事務所の建物等の減価償却費等 

 営業中の高速道路の建設に要した借入金の 

 返済にあてた当年度回収額  

 駐車場等の減価償却費 

 道路債券、長期借入金の利息（支払利息）等 

 で現在営業中の高速道路、駐車場に係るもの 

 

駐車場、附帯事業施設の当年度の利益 

               億円 

２，６１８ 

６７０ 

６６１ 

 

１０ 

１１８ 

７５ 

 

２２ 

２０ 

７９２ 

 

２ 

１，０３６ 

 

 

１ 

 

  合  計 ２，６４１  

 

２，６１９ 

 

 
イ． 収益の状況 
 収益の総額は、２，６４１億円となっています。そのほとんどが高速道路をご利用されたお客様からいただいた道路料金収入

（２，６０７億円）で全体の９９％を占めています。 
ロ． 費用の状況 

 費用の主なものは、高速道路の維持補修や料金収受などに要する事業資産管理費、一般管理費で、７２９億円（事業資産管理

費６１９億円、一般管理費１１０億円）です。 
 このほか主な費用としては、営業中の高速道路の借入金等の利息など（業務外費用）で１，００５億円です。 
 営業中の高速道路の収支差となる９０１億円は、償還準備金繰入として計上します。 
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（２）貸借対照表（注：端数処理の関係上、計があわないことがあります。） 

平成１５年３月３１日現在における首都高速道路公団の資産額、負債額及び資本額の財政状態を表したものです。 

資     産     の     部 参考 

勘   定   科   目 金   額 内      容 平成１３年度 
 

 流動資産 

 固定資産 

  事業資産 

   道路 

   その他の事業 

 

  事業資産建設仮勘定 

   道路建設仮勘定 

  有形固定資産 

 

  その他 

 繰延資産 

                億円 

３０７ 

７２，０６９ 

５８，４６５ 

５８，４１８ 

４７ 

 

 

１３，３７６ 

２１９ 

 

９ 

１８５ 

 

 現金・預金等 

 

 

 営業中の高速道路の価額 

 駐車場、附帯事業施設の減価償却後の価額 

  

 

 工事中の高速道路の価額 

 管理事務所の建物、車両・運搬具等の減価 

 償却後の価額 

 電話加入権等 

 道路債券発行差金等 

               億円 

２５１ 

７０，０５８ 

５１，３６７ 

５１，３１８ 

４９ 

 

 

１８，４３２ 

２５０ 

 

９ 

２１１ 

 

  資産合計 ７２，５６１  

 

７０，５２０ 

 

 

負 債 及 び 資 本 の 部  

勘   定   科   目 金   額 内      容 平成１３年度 

 

 流動負債 

 固定負債 

  道路債券 

  長期借入金 

    資産見返交付金 

  その他 

 特別法上の引当金等 

  償還準備金 

 

 資本金 

 剰余金 

                億円 

５６７ 

５０，０２９ 

２７，７９５ 

２１，４９３ 

６０１ 

１４０ 

 

１５，１２８ 

 

６，８２７ 

１０

 

 未払費用（利息）等 

 

 道路債券の発行残高 

 民間金融機関等からの借入金の残高 

 地方公共団体からの交付金 

 退職給与引当金等 

 

 営業中の高速道路の建設に要した借入金の 

 返済にあてた額の累計額 

 政府及び地方公共団体からの出資金 

 駐車場、附帯事業施設の利益の累計額 

               億円 

５０２ 

４９，３５６ 

３２，２４９ 

１６，３５６ 

６０１ 

１５０ 

 

１４，２２６ 

 

６，４２９ 

７ 

 

  負債・資本合計 ７２，５６１  

 

７０，５２０ 

 

 
 
 
イ． 資産の状況 
 資産の総額は、７兆２，５６１億円となっています。このうち、皆様にご利用いただいている営業中の道路資産が５兆８，４１８

億円、工事中の道路資産が１兆３，３７６億円で合計７兆１，７９５億円となっており、資産総額に対して、道路資産が９９％を占

めています。ロに述べるように、償還準備金は１兆５，１２８億円となっていますので、償還の対象となっている営業中の道路資産

５兆７，８１８億円（道路資産５兆８，４１８億円から資産見返交付金６０１億円を除く）の約３割の償還を終えた計算となります。 
ロ． 負債及び資本の状況 
 負債及び資本の総額は、７兆２，５６１億円となっています。主なものは、道路債券などの借入金が４兆９，２８８億円（うち首都

高速道路債券２兆７，７９５億円、長期借入金２兆１，４９３億円）、償還準備金が１兆５，１２８億円、政府及び地方公共団体から

の出資金（資本金）が６，８２７億円です。 
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首都高速道路事業と経理の特徴 

 

（１）事業の特徴 

  高速道路の早急な整備には集中して多額の投資を必要とするため、その整備にあたって

は、財政投融資資金等の借入金および国・地方からの出資金（以下「借入金等」という）

で建設を行い、利用者からの通行料金により管理費と支払利息等をまかないつつ借入金等

を一定の期間（料金徴収期間）内に返済していく、いわゆる有料道路制度を活用していま

す。 

  この制度の活用により、首都圏の交通渋滞解消や都市の再生等を図るうえで根幹となる

社会基盤として、首都高速道路の建設・管理が行われています。 

 

（２）経理の特徴 

  首都高速道路では、その財源状態や経営成績を明らかにするため、真実性の原則や正規

の簿記の原則など一般に公正妥当と認められている企業会計原則に準じた会計処理を行っ

ています。 

  会計処理の特徴としては、企業会計上一般に採用されている減価償却費等を計上する方

式ではなく、償還準備金積立方式を採用していることがあげられます。 

  償還準備金とは、営業中道路から生ずる毎期の収支差（収益と費用の差）を積み立てた

もので、これは、道路資産に投下した借入金等の返済に充てるものであり、民間でいう利

益（もうけ）とは、異なります。 

  償還準備金積立方式とは、財務諸表において、営業中道路から生ずる毎期の収支差を「償

還準備金繰入」として損益計算書に費用計上し、また、その累計額を「償還準備金」とし

て貸借対照表に計上する方式で、道路の資産を形成するのに要した費用を積み上げた「道

路資産」と借入金等の返済に充てる「償還準備金」を対比することにより、償還状況が明

確に把握できるようにした方式です。 

企業会計上一般に採用されている減価償却を行う方式ではなく、償還準備金積立方式を

採用しているのは、有料道路事業は償還を終えると道路を本来道路管理者に引き渡し無料

開放することとなっているため、永続的に存続し利益を上げることが期待されている民間

企業と異なり、減価償却を行うことにより次の投資資金を積み立てるという視点が会計上

必要とされていないこと、その一方で、有料道路事業は一定期間内に借入金等を償還する

ことを基本としているため、借入金等が着実に償還されているかどうかが、経営上最も重

要な事項として位置付けられることによります。すなわち、会計処理の相違は、民間企業

の事業と公団事業の本質的性格の相違に基づくものであるといえます。 
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首都高速道路の決算（平成１４年度） 

                                  

１.営業中の高速道路（２８１．０㎞）の収支状況 

 
（１）収益 

平成１４年度の道路料金収入（２，６０７億円）を含めた道路部門の収入は２，６２４億円で、

平成１３年度と比較して２０億円（１％）の増収となっています。 
 
 
（２）費用 
   費用については、管理費のコスト縮減に努めた結果、平成１４年度は、道路部門の管理費用は  

７１８億円（道路管理費６１０億円、一般管理費１０８億円）となり、平成１３年度の７７７億円

と比較して５９億円の減となりました。一方、支払利息等（業務外費用）については金利の低下に

よる影響などにより１，００５億円となり、平成１３年度の１，０３５億円と比較して３０億円の

減となりました。 
   この結果、費用は、平成１３年度と比較して８９億円（５％）減の１，７２３億円となっていま

す。 
 
 

（３）償還準備金繰入 
収益から費用を差し引いた収支差である償還準備金繰入は９０１億円となっており、営業中の高

速道路の建設、改良に要した借入金等の返済に充てられます。 
 
（参考） 

   償還準備金繰入額の推移         （単位：億円） 
平成12年度 平成13年度 平成14年度

償還準備金繰入 715 792 901  
  

 
（４）収支率 

平成１４年度の収支率は６５．６％となっており、前年度に比較して４．０ポイント向上してお

ります。 
 
      （参考） 
   収支率の推移      

平成12年度 平成13年度 平成14年度
収　支　率 72.8% 69.6% 65.6%  

    （注）収支率（％）＝（管理費＋支払利息等）／収益 ×１００ 
 

 

  なお、上記の収益と費用の金額は、財務諸表（損益計算書）の金額から駐車場事業等の金額を除いた

高速道路事業のみの金額となっています（次頁も同様）。 
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 資料 営業中の高速道路の収支状況 

 

                                         （単位：億円、％） 

      費    用   （ Ｂ ） 収    益 

   （Ａ）  道路管理費  一般管理費 借入金の利息 計 

償還準備金繰入

（Ａ－Ｂ） 

収支率 

(B/A)ｘ 100

 ２，６２４ 

（２，６０４） 

６１０ 

（６６１） 

１０８ 

（１１６）

１，００５

（１，０３５）

１，７２３

（１，８１２）

９０１ 

（７９２） 

６５．６ 

 （６９．６）

                                   （ ）内は平成１３年度の額  

・「収益」には、道路料金収入（２，６０７億円）、道路占用料等（１６億円）を計上しています。 

・ 「道路管理費」には、営業中の高速道路の維持補修、料金収受などに要した費用を計上しています。 

・ 「一般管理費」には、営業中の高速道路に携わる職員の人件費、消費税納付額などを計上していま

す。 

・「借入金の利息」には、営業中の高速道路の建設、改良に要した借入金等の利息（道路債券利息、

借入金利息）を計上しています。なお、国及び地方公共団体から受け入れた出資金により、借入金

の利息が軽減しており、出資金はコストの軽減に役立っています。（参考 国などからの出資金は

平成１４年度３９８億円、平成１３年度４５９億円。） 

・ 「償還準備金繰入」は、営業中の高速道路から生ずる毎期の収支差を営業中の高速道路の建設、改

良に要した借入金の返済に充てるものです。 

・ 「収支率」は、１００円の収入を得るためにどれくらいの費用が必要であったかということを示し

ています。 

・ なお、財務諸表の計数は、高速道路事業と駐車場事業等の合計値となっています。 

 

 

収益（２，６２４億円）と費用の対比 
 

 

 
―５― 

償還準備金繰入 
  〔営業中の高速道路に係る 

建設費の償還分〕 
             （９０１億円） 

借入金の利息 
〔営業中の高速道路に係る 
  建設、改良に要した借入金の利息〕 
                （１，００５億円） 

道路管理費 
〔営業中の高速道路に係る 
             維持補修費等〕 
             （６１０億円） 

一般管理費 
〔営業中の高速道路に係る 
       人件費、消費税納付額等〕 
               （１０８億円） 

35％ 

23％ 

38％ 

4％ 
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２．平成１４年度末の償還準備金の積立状況 

 

営業中の高速道路の資産額５兆７，８１８億円に対し、償還準備金は平成１４年度末で１兆５，１２８億

円を積立てています。償還準備金は、前年度から９０１億円積み立てており、確実に償還が進んでいます。 

営業中の高速道路の償還状況                    （単位：億円） 

 

 

営業中道路の資産総額

（Ｃ） 

償 還 準 備 金 

(Ｄ) 

要償還額 

（Ｃ－Ｄ） 

１４年度 

（１３年度） 

５７，８１８ 

（５０，７１８） 

１５，１２８ 

（１４，２２６） 

４２，６９０ 

（３６，４９２） 

・ 「営業中道路の資産総額」とは、営業中の高速道路の建設、改良に要した道路資産全体額から償還

を要しない額（資産見返交付金）を除いたものです。 

（平成１４年度では、道路資産５兆８，４１８億円から資産見返交付金６０１億円を除いたもの）       

・「償還準備金」とは、平成１４年度までの償還準備金繰入の累計額です。 

・ 「要償還額」とは、今後、道路事業の収支差（収益と費用の差）によって、返済していくこととな

る金額です。 

（参考）この他に、工事中の高速道路（平成１４年度末現在３２．１km）の資産額（建設仮勘定）が      

１兆３，３７６億円あります。 

                                                     
営業中の高速道路の資産額（５兆７，８１８億円）の内訳 

 

26%

74%

 

償還準備金（償還済額） 

       〔営業中の高速道路に係る 

建設費の償還分の累計額〕 

              （１兆５，１２８億円） 

 要償還額 

（４兆２，６９０億円） 



首都高速道路の償還計画と実績の対比 
 
（１）償還計画 
償還計画は、首都高速道路の料金及び料金徴収期間の認可を国土交通大臣から受ける際

に、その基礎として策定しているものです。 

現行の償還計画は、285.4 ㎞を対象として、平成１４年１２月に認可を受けています。 

 

（２）償還計画の前提条件 
償還計画を策定する上での前提条件、概要等は次のとおり。 

 

 平成１４年１２月認可 

対象路線 285.4km 

建設費 5.2 兆円 

料金水準 

 (普通車) 

東京    ７００円 

神奈川  ６００円 

埼玉    ４００円 

金利 4.0％ 

換算起算日 平成４年１１月 

償還期間 45 年 1 ヶ月 

 

項目 H １４認可時 

金利 
過去の実績等を基に、将来金利を 4.0％と設

定 

管理費 
過去の実績を踏まえた今後の見込みから将

来費用を算出 

交通量 

平成 11 年度道路交通センサス及び将来人

口、GDP 予測等により国が算出した将来分

布交通量を使用し、計画時における将来利

用交通量を首都高速道路公団が算出 

将来人口 

（参考） 

国土交通省社会資本整備審議会基本政策部

会交通需要推計時（Ｈ１４．６）に用いている国

の推計値（国立社会保障・人口問題研究所推

計（H １４．１、中位推計）） 

 

GDP 

(参考) 

国土交通省社会資本整備審議会基本政策部

会交通需要推計時（Ｈ１４．６）に用いている国

の推計値。 

・ Ｈ１４～Ｈ２２ 

内閣府「構造改革と経済財政の中期展望

（Ｈ１４．１）」 

・ Ｈ２３～ 

国土交通省による推計値 

 
―７― 
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（３）償還計画と実績との対比 

償還計画と実績の対比をわかりやすく示すため、償還計画を変換し※１、経営の基本指

標である償還準備金繰入、償還準備金に加え、これらのもととなる収入・費用や収支率、

償還率について比較を行いました。 

 

平成１４年度については、収入は計画２，６８８億円に対し、実績２，６２４億円と、

６４億円計画値を下回り、また費用については、金利が計画より低かったことに加え、管

理費の節減に努めた結果等により、計画１，８４６億円に対し、実績１，７２３億円と、

１２３億円計画値を下回ることができました。 

 

 

償還準備金繰入は計画８４２億円に対し、実績９０１億円と、５９億円上回り、償還準

備金は計画１兆５，０６９億円に対し実績１兆５，１２８億円と計画を５９億円上回りま

した。収支率、償還率についても、概ね計画どおりとなっています。 

 

 

※１償還計画表からの変換方法は以下のとおり 

・収入は償還計画上の収入としました。 

・管理費は、償還計画上の管理費から建設中の高速道路の一般管理費及び営業中の高速道路の改良費など

を控除する等により変換しました。 

・借入金の利息は償還計画上の借入金の利息から建設中の高速道路にかかるものを控除しました。 

・営業中の高速道路の資産総額は、計画作成時の実績値に各年度の供用に伴う道路建設仮勘定からの振替

額及び償還計画上の管理費のうち資産に振替わる改良費を加算しました。 

・償還準備金繰入額は、営業中の高速道路の収入から管理費と借入金利息を差引いて算出したものとしま

した。 

・償還準備金は、計画作成時の実績に各年度の償還準備金繰入の額を加算しました。 

 

＊参考までに償還計画表の各項目に対応した形で収入・支出の実績値を集計し、償還計画表の計画値と

比較したものを首都高速道路公団のホームページに掲載しています。 

 



１．営業中道路の償還状況（平成１４年度） 

      平成１４年１２月料金認可による。                               （単位：億円） 

 
道路資産の総額

（Ａ） 

償還準備金 

（Ｂ） 

要償還額 

（Ａ）－（Ｂ）

償還率 

（Ｂ）／（Ａ）

    ×１００％

計画 58,146 15,069 43,077 26％

実績 57,818 15,128 42,690 26％

実績－計画 △328 59 △387 0％

 

（参考）平成１３年度 

      平成１３年１０月料金認可による。 

 
道路資産の総額

（Ａ） 

償還準備金 

（Ｂ） 

要償還額 

（Ａ）－（Ｂ）

償還率 

（Ｂ）／（Ａ）

×１００％ 

計画 52,401 14,204 38,197 27％

実績 50,718 14,226 36,492 28％

実績－計画 △1,683 22 △1,705 1％

 

 

２．営業中道路の収入及び費用（平成１４年度） 

     平成１４年１２月料金認可による。                                （単位：億円） 

費    用（Ｂ）  
収入 

（Ａ） 管理費 
借入金 

利息等 
計 

償還準備

金繰入 

収支率 

（Ｂ）／（Ａ）

   ×１００％

計画 2,688 803 1,043 1,846 842 69％

実績 2,624 718 1,005 1,723 901 66％

実績―計画 △64 △85 △38 △123 59 △3％

 

（参考）平成１３年度 

      平成１３年１０月料金認可による。 

費   用（Ｂ）  
収入 

（Ａ） 管理費 
借入金 

利息等 
計 

償還準備

金繰入 

収支率 

（Ｂ）／（Ａ）

   ×１００％

計画 2,653 803 1,080 1,883 770 71％

実績 2,604 777 1,035 1,812 792 70％

実績―計画 △49 △26 △45 △71 22 △1％

 

 

 
            －９－ 



３．前提条件（平成１４年度） 

      平成１４年１２月料金認可による。 

 新規借入に係る

金利（％） 

交通量 

（百万台）／年

人口（１都３県） 

（千人）（参考） 

ＧＤＰ 

（兆円）（参考）

計画  1.700％ 421 33,699 532.6

実績 1.328％ 408 33,839 541.3

実績－計画 △0.372％ △13 140 8.7

 

注１）計画金利の平成１４年度は予算金利である。 

注２）人口は首都圏の、ＧＤＰは全国の数値であり、計画値（人口）については、平成１２

年度及び平成１７年度の推計値から平成１４年度の伸び率を算出して求めている。 

 

 

（参考）平成１３年度 

      平成１３年１０月料金認可による。 

 新規借入に係る

金利（％） 

交通量 

（百万台）／年

人口（１都３県） 

（千人）（参考） 

ＧＤＰ 

（兆円）（参考）

計画  2.200％ 430 33,558 547.2

実績 1.331％ 419 33,654 528.9

実績－計画 △0.869％ △11 96 △18.3

 

注１）計画金利の平成１３年度は予算金利である。 

注２）人口は首都圏の、ＧＤＰは全国の数値であり、計画値（人口）については、平成１２

年度及び平成１７年度の推計値から平成１３年度の伸び率を算出し、計画値（ＧＤＰ）

については、平成１２年度及び平成２２年度の推計値から平成１３年度の伸び率を算

出して求めている。 
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財 務 内 容 等 閲 覧 場 所 一 覧 

 

機  関  名 所 在 地 等 

本     社 〒100-8930 

東京都千代田区霞が関１－４－１  

問合先：経理部経理課  ０３－３５３９－９２９７ 

        総務部広報課  ０３－３５３９－９２５６ 

東 京 建 設 局 〒160-0023 
東京都新宿区西新宿６－６－２ 

問合先：経理課     ０３－５３２０－１６０５ 

神奈川建設局 〒221-0013 
神奈川県横浜市神奈川区新子安１－２－４  

問合先：経理課     ０４５－４３９－０７０５ 

西東京管理局 〒104-0041 
東京都中央区新富１－１－３  

問合先：経理用地課   ０３－３５５２－１４４３ 

東東京管理局 〒103-0015 
東京都中央区日本橋箱崎町４３－５  

問合先：経理用地課   ０３－５６４０－４８１６ 

神奈川管理局 〒221-0044 
神奈川県横浜市神奈川区東神奈川１－３－４  

問合先：経理用地課   ０４５－４５１－７９１０ 
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